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(57)【要約】
本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合
金板材は、ＯＦＣ（無酸素銅）合金とＤＬＰ（脱酸低リ
ン銅）合金を圧延接合（Ｒｏｌｌ－Ｂｏｎｄｉｎｇ）し
て８５ＩＡＣＳ（％）以上の電気伝導度と４００ＭＰａ
以上の引張強度とを有することを特徴とする。本発明に
よる高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材の
製造方法は、ＯＦＣ（無酸素銅）合金とＤＬＰ（脱酸低
リン銅）合金からなる板材を準備する材料準備ステップ
と、前記板材を表面処理する表面処理ステップと、前記
板材を繰り返し圧延接合（Ｒｏｌｌ－Ｂｏｎｄｉｎｇ）
して、８５ＩＡＣＳ（％）以上の電気伝導度と４００Ｍ
Ｐａ以上の引張強度を有する高強度高電気伝導度のナノ
結晶粒多層銅合金板材に成形する板材成形ステップとか
らなることを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
ＯＦＣ（無酸素銅：Ｏｘｙｇｅｎ　Ｆｒｅｅ　Ｃｏｐｐｅｒ）合金とＤＬＰ（脱酸低リン
銅：Ｄｅｏｘｉｄｉｚｅｄ　Ｌｏｗ－Ｐｈｏｓｐｈｏｒｏｕｓ　ｃｏｐｐｅｒ）合金とを
繰り返し圧延接合（Ｒｏｌｌ－Ｂｏｎｄｉｎｇ）して、８５ＩＡＣＳ（％）以上の電気伝
導度と５００ＭＰａ以上の引張強度とを有することを特徴とする高強度高電気伝導度のナ
ノ結晶粒多層銅合金板材。
【請求項２】
　前記多層銅合金板材は、ＯＦＣ合金層とＤＬＰ合金層が交互に重ねられていることを特
徴とする請求項１に記載の高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材。
【請求項３】
前記多層銅合金板材において、ＯＦＣ合金層とＤＬＰ合金層を２層以上含むことを特徴と
する請求項２に記載の高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材。
【請求項４】
ＯＦＣ（無酸素銅）合金とＤＬＰ（脱酸低リン銅）合金とからなる板材を準備する材料準
備ステップと、
前記板材を表面処理する表面処理ステップと、
前記板材を繰り返し圧延接合（Ｒｏｌｌ－Ｂｏｎｄｉｎｇ）して、８５ＩＡＣＳ（％）以
上の電気伝導度と４００ＭＰａ以上の引張強度を有する高強度高電気伝導度のナノ結晶粒
多層銅合金板材に成形する板材成形ステップとからなることを特徴とする高強度高電気伝
導度のナノ結晶粒多層銅合金板材の製造方法。
【請求項５】
前記表面処理ステップは、
前記板材の外面を脱脂する脱脂ステップと、
前記板材の外面をワイヤーブラシ仕上げ（Ｗｉｒｅ　ｂｒｕｓｈｉｎｇ）して活性化する
活性化ステップとからなることを特徴とする請求項４に記載の高強度高電気伝導度のナノ
結晶粒多層銅合金板材の製造方法。
【請求項６】
前記板材成形ステップは、多数回繰り返し実施され、２回以上の実施時には、多層銅合金
板材の多数個が繰り返し重ね接合圧延法で塑性加工されることを特徴とする請求項４に記
載の高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、高い強度を有する銅合金と高い電気伝導度を有する銅合金とを繰り返して圧延
接合することで、強度及び電気伝導度が同時に向上するようにした高強度高電気伝導度の
ナノ結晶粒多層銅合金板材及びこれの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
繰り返し重ね接合圧延（Ａｃｃｕｍｕｌａｔｉｖｅ　Ｒｏｌｌ－Ｂｏｎｄｉｎｇ；ＡＲＢ
）法は、金属素材の結晶粒度をサブミクロン（Ｓｕｂｍｉｃｒｏｎ）まで超微細化させる
ことで機械的特性を向上させる剛塑性加工法の一つである。
【０００３】
　一般的に、強度及び電気伝導性が高い銅合金板材を製造するために、強度を増加させる
ことができる合金元素を添加して製造した銅合金を圧延などの方法で薄板化して銅合金板
材を製造してきた。
【０００４】
　しかし、強度向上を目的として合金の含量を増加させる場合、電気伝導性及び圧延性が
低下し、高強度及び高電気伝導性を同時に得るには限界に至っている。
【０００５】
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　即ち、圧延や圧出などの既存の塑性加工法は、加工量を増加させれば対象材料の形状（
断面積）の変化が避けられず、素材内に変形エネルギーを蓄積することに限界があるしか
ない。従って、既存の塑性加工法は、金属材料の結晶粒微細化及び高強度化に大きな効果
を発揮できない実情である。
【０００６】
　これにより、繰り返し重ね接合圧延（ＡＲＢ）法を利用して連続的な圧延加工を実施す
ることで、結晶粒を数百ナノメートルのサイズに微細化して強度を増加させる方法が使用
されている。
【０００７】
　即ち、繰り返し重ね接合圧延（ＡＲＢ）法は、構造材料の代表といえる鉄鋼及びアルミ
ニウム（Ａｌ）素材などに適用されてきたが、実用化の観点からみると、高強度化を達成
するだけでは、固溶体硬化法、析出硬化法などのような既存の強化法に比べてあまり大き
な利点が存在するといえない。
【０００８】
　従って、既存の繰り返し重ね接合圧延（ＡＲＢ）法の特性を最大限に発揮して実用化を
早めるために、結晶粒微細化及び高強度化を同時に達成するための繰り返し重ね接合圧延
法に対して多くの研究及び開発が進行されている。
【０００９】
　例えば、特許文献１には、繰り返し重ね接合圧延工程による高強度銅板材の製造方法が
開示されている。
【００１０】
　簡単に見てみると、表面処理された一定長さの銅板材を重ねて固定した後、圧延して接
合し、接合された銅板材は切断し、前記のような過程を多数回繰り返すことで、多数層に
重なった銅板材を製造することができるように構成される。
【００１１】
　しかし、純銅合金板材に結晶粒微細化による強度の増加には、限界がある。
【００１２】
　また、強度増加のために既存の高強度銅合金板材を繰り返し重ね接合圧延する場合、接
合圧延時に多数の亀裂が発生しながら接合されず、健全な板材の製作が不可能である。
【００１３】
　だけでなく、高強度銅合金板材の使用時には、電気伝導度が顕著に低くなる問題点を引
き起こす。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１４】
【特許文献１】大韓民国特許公開公報２００６－００１３２１１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
本発明の目的は、前記のような従来技術の問題点を解決するためのもので、異種の銅合金
を繰り返して圧延接合することで、強度及び電気伝導度が同時に向上するようにした高強
度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材及びこれの製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
前記の目的を達成するための本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板
材は、ＯＦＣ（無酸素銅：Ｏｘｙｇｅｎ　Ｆｒｅｅ　Ｃｏｐｐｅｒ）合金とＤＬＰ（脱酸
低リン銅：Ｄｅｏｘｉｄｉｚｅｄ　Ｌｏｗ－Ｐｈｏｓｐｈｏｒｏｕｓ　ｃｏｐｐｅｒ）合
金とを繰り返し重ね接合圧延（Ａｃｃｕｍｕｌａｔｉｖｅ　Ｒｏｌｌ－Ｂｏｎｄｉｎｇ；
ＡＲＢ）法で塑性加工して、８５ＩＡＣＳ（％）以上の電気伝導度と４００ＭＰａ以上の
引張強度とを有することを特徴とする。
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【００１７】
　前記多層銅合金板材は、ＯＦＣ合金層とＤＬＰ合金層とが交互に重なることを特徴とす
る。
【００１８】
　前記多層銅合金板材において、ＯＦＣ合金層とＤＬＰ合金層とを２層以上含むことを特
徴とする。
【００１９】
　本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材の製造方法は、ＯＦＣ（
無酸素銅）合金とＤＬＰ（脱酸低リン銅）合金とからなる板材を準備する材料準備ステッ
プと、前記板材を表面処理する表面処理ステップと、前記板材を繰り返して圧延接合（Ｒ
ｏｌｌ－Ｂｏｎｄｉｎｇ）して、８５ＩＡＣＳ（％）以上の電気伝導度と５００ＭＰａ　
以上の引張強度とを有する高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材を成形する板
材成形ステップとからなることを特徴とする。
【００２０】
　前記表面処理ステップは、前記板材の外面を脱脂する脱脂過程と、前記板材の外面をワ
イヤーブラシ仕上げ（Ｗｉｒｅ　ｂｒｕｓｈｉｎｇ）して活性化する活性化過程とからな
ることを特徴とする。
【００２１】
　前記板材成形ステップは、多数回繰り返し実施され、２回以上の実施時には、多層銅合
金板材の多数個が繰り返し重ね接合圧延法で塑性加工されることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材は、高い強度を有する銅
合金と、高い電気伝導度を有する銅合金とを繰り返して重ね圧延して接合した。
【００２３】
　従って、強度及び電気伝導度が同時に向上する利点がある。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材を示した縦断面図
である。
【図２】本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材の製造方法を示し
た工程フローチャートである。
【図３】本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材の製造方法におい
て、一段階である表面処理ステップを細部的に示した工程フローチャートである。
【図４】本発明の好ましい実施例に採用された圧延接合装置の外観構成を示した斜視図。
【図５】本発明の好ましい実施例に採用された圧延接合装置の内部構成を細部的に示した
概要図である。
【図６】本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材の他の実施例の縦
断面図である。
【図７】本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材で板材成形ステッ
プの実施回数の変化による強度変化を示したグラフである。
【図８】本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材で板材成形ステッ
プの実施回数の変化による引張強度及び延伸率の変化を示したグラフである。
【図９】本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材で板材成形ステッ
プの実施回数の変化によるＯＦＣ板材とＤＬＰ板材との電気伝導度の変化を示したグラフ
である。
【図１０】本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材と比較材とを同
一の方法で製造した時に強度及び電気伝導度の変化を比べて示したグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
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　以下、添付した図１を参照して、本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅
合金板材の構成を説明する。
【００２６】
　図１は、本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材（以下、「銅合
金板材１０と称する）を示した縦断面図である。
【００２７】
　図面のように、前記銅合金板材１０は、異種の銅合金が繰り返して圧延接合して形成さ
れたもので、本発明の実施例において、ＯＦＣ（無酸素銅）合金１２とＤＬＰ（脱酸低リ
ン銅）合金１４とを繰り返して接合圧延（Ａｃｃｕｍｕｌａｔｉｖｅ　Ｒｏｌｌ－Ｂｏｎ
ｄｉｎｇ；ＡＲＢ）して、８５ＩＡＣＳ（％）以上の電気伝導度と５００ＭＰａ以上の引
張強度とを有する。
【００２８】
　即ち、前記銅合金板材１０は、ＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とを重ねて２層を形成
するように繰り返し重ね接合圧延した後、これを多数層に重ねて接合圧延することで、図
１のように４層に製造することができる。
【００２９】
　そして、前記ＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とは、交互に積層されることで、電気伝
導度と強度とを同時に向上させることができるように構成されることが好ましい。
【００３０】
　以下に添付した図２及び図３を参照して、前記のように構成される銅合金板材１０を製
造する方法を説明する。
【００３１】
　図２は、本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材１０の製造方法
を示した工程フローチャートであり、図３は、本発明による高強度高電気伝導度のナノ結
晶粒多層銅合金板材１０の製造方法において、一段階である表面処理ステップＳ２００を
細部的に示した工程フローチャートである。
【００３２】
　これらの図面のように、前記銅合金板材１０は、ＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とか
らなった板材を準備する材料準備ステップＳ１００と、前記板材を表面処理する表面処理
ステップＳ２００と、前記板材を繰り返して接合圧延して、８５ＩＡＣＳ（％）以上の電
気伝導度と５００ＭＰａ以上の引張強度とを有する高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層
銅合金板材１０を成形する板材成形ステップＳ３００とを順次に実施して製造される。
【００３３】
　前記材料準備ステップＳ１００において、ＯＦＣ合金１２は、銅合金板材１０の電気伝
導度を高めるための構成であり、前記ＤＬＰ合金１４は、銅合金板材１０の強度を高める
ための構成である。
【００３４】
　前記材料準備ステップＳ１００で準備したＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とは、表面
処理ステップを通過する。
【００３５】
　前記表面処理ステップＳ２００は、繰り返し重ね接合圧延時にＯＦＣ合金１２とＤＬＰ
合金１４との接合を容易にする過程であり、前記合金の外面を脱脂する脱脂過程Ｓ２２０
と、前記合金の外面をワイヤーブラシ仕上げ（Ｗｉｒｅ　ｂｒｕｓｈｉｎｇ）して活性化
する活性化過程Ｓ２４０とからなる。
【００３６】
　前記表面処理ステップＳ２００の以後は、板材成形ステップＳ３００が実施される。前
記板材成形ステップＳ３００は、多数回繰り返し実施され、２回以上の実施時には、多層
銅合金板材１０の多数個が圧延接合法１で塑性加工される。
【００３７】
　以下、添付した図４及び図５を参照して、前記活性化過程Ｓ２４０と板材成形ステップ
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Ｓ３００とを連続的に実施するための繰り返し重ね接合圧延接合装置（以下、「圧延接合
装置１００」と称する）を詳しく説明する。
【００３８】
　図４は、本発明の好ましい実施例に採用された圧延接合装置の外観構成を示した斜視図
であり、図５は、本発明の好ましい実施例に採用された圧延接合装置の内部構成を細部的
に示した概要図である。
【００３９】
　図面のように、前記圧延接合装置１００は、ＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とを板状
で連続的に供給を受けて圧延接合することで銅合金板材１０を製造するための装置であり
、左側には、ＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とを巻き取った状態で保管するためのアン
コイル手段１１０が具備される。
【００４０】
　前記アンコイル手段１１０は、一定の幅を有し、長尺の板状のＯＦＣ合金１２とＤＬＰ
合金１４とを巻き取った状態で保管し、選択的に回転して巻き取られていたＯＦＣ合金１
２とＤＬＰ合金１４とを供給する役割を行うもので、前記圧延接合装置１００がＯＦＣ合
金１２とＤＬＰ合金１４とを圧延接合するための装置であるので、前記ＯＦＣ合金１２と
ＤＬＰ合金１４とが独立して供給されることができるように、前記アンコイル手段１１０
は、多数で構成される。
【００４１】
　本発明の実施例において、前記アンコイル手段１１０は、同一垂直線上に回転中心が位
置し、外面が互いに離隔したローラー状を有するようにし、一対で構成して互いに反対方
向に回転することで、それぞれのアンコイル手段１１０が巻き取られていたＯＦＣ合金１
２とＤＬＰ合金１４とが強制移送されることができるようにした。
【００４２】
　そして、前記多数のアンコイル手段１１０の左側には、表面処理手段１２０が具備され
る。
【００４３】
　前記表面処理手段１２０は、ＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４との外面のうち一面をワ
イヤーブラシ仕上げ（Ｗｉｒｅ　ｂｒｕｓｈｉｎｇ）して表面処理するための構成であり
、前記アンコイル手段１１０と対応する個数ほど具備され、それぞれのアンコイル手段１
１０から供給を受けたＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とをそれぞれ表面処理する。
【００４４】
　前記圧延接合装置１００の略中央には、圧延手段１３０が具備される。前記圧延手段１
３０は、一対の圧延ローラーの間にＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とを通過させながら
加圧して圧延するための構成であり、前記圧延手段１３０を通して圧延されたＯＦＣ合金
１２とＤＬＰ合金１４とは、圧延接合されて銅合金板材１０となる。
【００４５】
　前記圧延手段１３０とアンコイル手段１１０との間には、第１ガイド１４０が具備され
る。前記第１ガイド１４０は、表面処理手段１２０を経由しながら表面処理されたＯＦＣ
合金１２とＤＬＰ合金１４とを内部に通過させて圧延手段１３０に案内するための構成で
あり、前記ＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とが右側方向に移送時に、次第に離隔距離を
減少させることができるように構成される。
【００４６】
　前記圧延手段１３０の右側には、リコイル手段１５０が具備される。前記リコイル手段
１５０は、圧延手段１３０を通過しながら重ね接合された銅合金板材１０を巻き取って保
管するための構成であり、前記銅合金板材１０の移送速度を鑑みて回転速度が調節される
ことが好ましい。
【００４７】
　前記リコイル手段１５０と圧延手段１３０との間には、第２ガイド１６０が具備される
。前記第２ガイド１６０は、圧延手段１３０を通じて圧延された銅合金板材１０をリコイ
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ル手段１５０に案内するための構成であり、前記銅合金板材１０の直進度を向上させる役
割も同時に行う。
【００４８】
　以下、添付した図５を参照して、前記のように構成される圧延接合装置１００の詳細構
成について検討する。
【００４９】
　図５は、本発明の好ましい実施例に採用された繰り返し重ね接合圧延装置の内部構成を
細部的に示した概要図である。
【００５０】
　図面のように、前記アンコイル手段１１０の外面には、互いに接合されるＯＦＣ合金１
２とＤＬＰ合金１４とがそれぞれ互いに反対方向に巻き取られており、圧延手段１３０を
通じて連続的に銅合金板材１０が製造されることができるように充分な長さで保管して供
給される。
【００５１】
　そして、前記表面処理手段１２０は、圧延手段１３０を通じてＯＦＣ合金１２とＤＬＰ
合金１４とが圧延時に重ね接合がより容易に行われるようにするために、前記ＯＦＣ合金
１２とＤＬＰ合金１４とのそれぞれの両面のうち互いに向かい合う面の表面をブラッシす
る。
【００５２】
　従って、前記表面処理手段１２０によって表面処理されたＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金
１４との向かい合う表面は活性化されて、圧延手段１３０を通じて圧延される時に接合力
が高くなる。
【００５３】
　前記第１ガイド１４０は、表面処理されたＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とが圧延手
段１３０に移送する時、一対のローラーの中央に集められるように案内する。
【００５４】
　このため、前記第１ガイド１４０は、多数の上部ローラー１４２と多数の下部ローラー
１４４とを含んで構成される。
【００５５】
　従って、前記上部ローラー１４２は、上側に位置したＯＦＣ合金１２を右側方向に案内
し、前記下部ローラー１４４は、下側に位置したＤＬＰ合金１４を右側方向に案内する。
【００５６】
　そして、前記上部ローラー１４２と下部ローラー１４４とは、ＯＦＣ合金１２とＤＬＰ
合金１４とが右側方向に移送する時に互いに近接することができるように構成される。
【００５７】
　即ち、前記上部ローラー１４２と下部ローラー１４４との間を通過したＯＦＣ合金１２
とＤＬＰ合金１４とは、圧延手段１３０によって加圧して圧延されるが、この時、ＯＦＣ
合金１２とＤＬＰ合金１４との離隔距離が大きい状態で進入すれば、均一な銅合金板材１
０の製造が難しい。
【００５８】
　従って、前記上部ローラー１４２と下部ローラー１４４とは、ＯＦＣ合金１２とＤＬＰ
合金１４とが移送される時に、離隔距離が小くなるように制御し、このため、前記上部ロ
ーラー１４２と下部ローラー１４４とは、回転中心の位置が互いに異なって構成されるこ
とが好ましい。
【００５９】
　例えば、添付した図５のように、３個の上部ローラー１４２は、右側にいくほど回転中
心が低くなるように構成し、３個の下部ローラー１４４は、右側にいくほど回転中心が高
くなるように構成して、ＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４との離隔距離が狭くなるように
制御することができる。
【００６０】



(8) JP 2014-514434 A 2014.6.19

10

20

30

40

50

　本発明の実施例において、第１ガイド１４０は、上部ローラー１４２と下部ローラー１
４４とを実施例で構成したが、ＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４との離隔距離が狭くなる
ように制御することができる範囲内であれば、多様に変更実施が可能であることは勿論で
ある。
【００６１】
　前記第２ガイド１６０は、ガイドローラー１６２を具備し、回転運動を利用して銅合金
板材１０の移送を案内し、前記ガイドローラー１６２は、銅合金板材１０の直進度を高め
ることで、品質が向上するように役に立つ。
【００６２】
　さらに具体的に検討すると、前記ガイドローラー１６２の外周面上端は、圧延手段１３
０の中央、即ち、銅合金板材１０と同一線上に位置するように構成され、前記圧延手段１
３０から抜けてきた銅合金板材１０が急激に屈曲しないようにすることで、均一な組織の
銅合金板材１０が得られるようにする。
【００６３】
　以下、前記のように構成される圧延接合装置１００を利用して、ＯＦＣ合金１２とＤＬ
Ｐ合金１４とを重ね接合する過程を添付した図５を参照して説明する。
【００６４】
　先ず、前記アンコイル手段１１０には、脱脂過程を経て油及び異物が除去されたＯＦＣ
合金１２とＤＬＰ合金１４とが互いに反対方向に巻き取られて保管される。
【００６５】
　そして、前記ＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とは、アンコイル手段１１０の回転によ
って解けながら表面処理手段１２０によって表面が活性化される。
【００６６】
　この時、前記ＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とは、互いに接触する面が表面処理され
て、より容易な接着がなされることができる。
【００６７】
　前記表面処理手段１２０によって表面処理されたＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とは
、第１ガイド１４０を通過しながら離隔距離が狭くなり、圧延手段１３０の内部中央に供
給される。
【００６８】
　即ち、前記上部ローラー１４２と接触する上側のＯＦＣ合金１２は、上部ローラー１４
２によって次第に右側下方向に傾いて案内され、前記下部ローラー１４４と接触する下側
のＤＬＰ合金１４は、下部ローラー１４４によって次第に右側上方向に傾いて案内され、
互いに近接する。
【００６９】
　以後、互いに近接したＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とは、圧延手段１３０を通過し
ながら圧延接合されて銅合金板材１０となる。
【００７０】
　前記銅合金板材１０は、第２ガイド１６０によって圧延手段１３０から排出される方向
と平行に移送し、直進度が高くなる。
【００７１】
　以後、前記第２ガイド１６０によって移送方向が案内された銅合金板材Ｐは、リコイル
手段１５０に巻き取られて保管されることで、銅合金板材１０の連続した製造は完了する
。
【００７２】
　前記リコイル手段１５０に巻き取られた銅合金板材１０は、多数個を準備して前記アン
コイル手段１１０にそれぞれ設置し、前記のような過程を多数回のサイクルで繰り返すこ
とで、多数の層からなった銅合金板材１０の製造が可能である。
【００７３】
　このような実施例として、添付した図６を参照すると、前記銅合金板材１０を多数回繰
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り返して圧延接合して、ＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とが交互に８層、１６層、３２
層、６４層からなるように構成可能である。
【００７４】
　以下、添付した図７及び図８を参照して、本発明による銅合金板材１０の物性について
検討する。
【００７５】
　図７は、本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材で板材成形ステ
ップの実施回数の変化による強度変化を示したグラフであり、図８は、本発明による高強
度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材で板材成形ステップの実施回数の変化による
引張強度及び延伸率の変化を示したグラフである。
【００７６】
　先ず、図７のように、前記ＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４とがそれぞれ１層ずつ具備
された銅合金板材１０の多数個を重ねて２回、３回、４回、５回、６回繰り返して実施し
て成形された銅合金板材１０の硬度変化を比較例（圧延接合を実施しないＤＬＰ合金とＯ
ＦＣ合金）と比べてみると、繰り返して圧延接合を実施した銅合金板材１０の場合、１２
０Ｈｖ以上の硬度を表し、５０Ｈｖ程度の硬度を表した比較例より２倍以上高いことを確
認した。
【００７７】
　そして、図８のように前記板材成形ステップＳ３００を実施しない比較例は、１８０Ｍ
Ｐａの引張強度と６０％の延伸率を表したが、板材成形ステップＳ３００が実施された好
ましい実施例は、５００ＭＰａ以上の引張強度と８％以下の延伸率を表した。
【００７８】
　また、前記板材成形ステップＳ３００の実施回数が増加するにつれて、延伸率と引張強
度も増加することを確認した。
【００７９】
　一方、前記銅合金板材１０は、電気伝導度と引張強度などの物性を向上させるために、
アニールステップＳ４００が選択的に実施されてもよい。
【００８０】
　添付した図９を参照して、板材成形ステップＳ３００を実施するか否かと、板材成形ス
テップＳ３００の実施回数による電気伝導度の変化を説明する。
【００８１】
　図９は、本発明による高強度高電気伝導度のナノ結晶粒多層銅合金板材１０で板材成形
ステップＳ３００の実施回数の変化によるＯＦＣ合金１２とＤＬＰ合金１４との電気伝導
度の変化を示したグラフである。
【００８２】
　図面のように、前記板材成形ステップＳ３００を実施する前に、ＯＦＣ合金１２は、１
００ＩＡＣＳ（％）に近い電気伝導度を表し、ＤＬＰ合金１４は、８０ＩＡＣＳ（％）程
度の電気伝導度を表した。
【００８３】
　しかし、前記板材成形ステップＳ３００を実施して製造された銅合金板材１０は、８５
ＩＡＣＳ（％）以上の電気伝導度を表し、ＯＦＣ合金１２の電気伝導度とＤＬＰ合金１４
の電気伝導度とは、互いに近接した傾向を示した。
【００８４】
　前記のような実験結果を総合して、添付した図１０を参照してまとめてみると、伝導性
が高く強度の低いＯＦＣ合金１２と、電気伝導度が低く強度の相対的に高いＤＬＰ合金１
４とに対して、本発明による銅合金板材１０は、強度及び電気伝導度が補完された物性を
有する。
【００８５】
　即ち、前記銅合金板材１０は、ＯＦＣ合金１２より引張強度は高く電気伝導度は低く、
ＤＬＰ合金１４と対比すれば、引張強度は少し低いが電気伝導度が高く表れた。
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【００８６】
　従って、前記銅合金板材１０は、板材成形ステップＳ３００の実施回数によって多様な
電気伝導度及び強度を有するように制御することができることが分かる。
【００８７】
　このような本発明の範囲は、前記で例示した実施例に限らず、前記のような技術範囲内
で、当業界の通常の技術者は、本発明を基礎とする他の様々な変形が可能である。

【図４】

【図５】
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【図２】

【図３】

【図６】
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